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１ 趣旨

持続可能な社会の形成に参画する態度等を育むことをねらいとした、実社会におけ

る課題の解決に取り組む実践的な学習プログラムを開発し、その成果を普及すること

により、各学校における取組を促し、主権者として必要な資質・能力を育む教育を推

進する。

２ 事業の内容

上記１の趣旨に基づき、教育委員会等が指定する学校（以下、「実践校」という。）

において、次に示すいずれか、又は両方の類型の実践研究を実施し、学習プログラム

を開発する。

なお、本事業において開発する学習プログラムとは、①年間指導計画又は単元計画、

②実践事例（目標、内容、評価の規準、実際の教育活動）及び③その指導を通じた生

徒の変容（生徒の変容は、レポートの内容等から読み取れる具体的な生徒の様子を示

すことに加え、事前事後の意識調査などにより数値で示すことが望ましい）等を説明

するものから構成するものとし、具体的には、文部科学省が示す様式に従いまとめる

ものとする。

【類型Ⅰ】

小学校又は中学校において、地域社会の関係者（保護者、地域住民、行政機関、

自治会、商工会、商工会議所、地域企業、社会教育団体、特定非営利活動法人等）

との連携を図り、地域の抱える具体的な課題の解決に取り組むことを活動内容とし

た学習の在り方についての実践研究を行う。

なお、研究に取り組むに当たっては、次のことを踏まえるものとする。

① 児童生徒が地域の具体的な課題を自分との関わりの中で捉えられるようにす

るための工夫及び、地域社会との連携を円滑に進めるための工夫等を明らかに

する。

② 課題の解決に係る学習活動を通して、社会的事象等の特色や意味、理論など

を含めた社会の中で汎用的に使うことのできる概念等に関わる知識を獲得する

学習プログラムの開発を目指す。

③ 地域の抱える具体的な課題については、実践校において、学校が存在する地

域の実情を踏まえるとともに、児童生徒の発達の段階に応じた適切な課題とな

るようにする。例えば、地域産業の振興、子育て支援環境の整備、災害対策の

充実、環境美化、多文化共生、地域社会における法やきまり（国民生活に果た

す憲法の役割などを含む）などが考えられる。

④ 社会科、地理歴史科、公民科、技術・家庭科、家庭科、総合的な学習の時間、



特別活動、学校設定教科・科目など関係する教科等の関連付けなど、教科横断

的な取組となるようにするとともに、類型Ⅱ②の区分への系統的なつながりに

考慮する。

【類型Ⅱ】

高等学校において、各種の専門性を有する学校外部の人材（弁護士、税理士、社

会保険労務士や、選挙管理委員会などの関係行政部局の担当者、消費生活相談員な

ど）や地域社会の関係者との連携を図るなどしながら、社会を構成する自立した主

体となるために必要な知識（社会の中で汎用的に使うことのできる概念等に関わる

知識を含む）についての理解を深め、その理解をもとに社会的な課題について探究

することを活動内容とした学習の在り方についての実践研究を行う。

なお、研究に取り組むに当たっては、次のことを踏まえるものとする。

① 社会を構成する自立した主体となるために必要な知識や、解決が求められる

現実社会の諸課題を、生徒が自分自身との関わりの中で捉えられるようにする

ための工夫及び、学校外部の人材や地域社会との連携を円滑に進めるための工

夫等を明らかにする。

② 社会を構成する自立した主体となるために必要な知識や、取り上げる諸課題

については、実践校において、生徒の実情を踏まえて設定するが、例えば、区

分ごとに次のような知識が考えられる。

ア 政治的主体となること

政治参加、世論の形成、国際貢献 等

イ 経済的主体となること

金融の働き、消費生活（消費者教育に関する内容を含む）、職業選択 等

ウ 法的主体となること

財政と税、社会保障、労働問題（労働関係法制を含む） 等

エ 様々な情報の発信・受信主体となること

情報リテラシー、メディア 等

オ その他の主体となること（アからエの他の主体）

③ 原則として、高等学校学習指導要領（平成21年３月文部科学省告示）に規定

する各学科に共通する各教科又は総合的な学習の時間、特別活動の各教科等の

いずれかにおいて取り組む。その際、関係する教科等の内容を関連付けるなど、

必要に応じて教科横断的な取組となるよう工夫すること

３ 委託先

都道府県教育委員会、指定都市教育委員会、国立大学法人及び学校法人（以下、「教

育委員会等」という。）に対して委託する。

４ 指定期間及び委託期間

指定期間は原則として平成31年３月までとする。ただし、委託契約については、年

度ごとに締結することとし、委託契約期間は原則として、委託契約を締結した日から

当該年度末までとする。２年目の契約においては、事業の実施状況等について確認等



を行い、事業の継続の可否を判断するものとする。

５ 委託手続

(1) 事業の委託を受けることを希望する教育委員会等は、「事業実施計画書」（様式１

－１）及び「実践研究の概要」（様式１－２）を作成し、文部科学省に提出する。

(2) 文部科学省は、前項により教育委員会等が作成した事業実施計画書を審査委員会

において審査した上で、適切な団体を選定し事業を委託する。なお、審査委員会は

必要に応じ、教育委員会等に対し、事業の推進に係る指導・助言等を行うことがで

きる。

６ 事業の実施方法

(1) 事業の委託を受けた教育委員会等（以下、「受託団体」という。）は、文部科学省

に提出し採択された事業実施計画書に基づき取組を行う。

(2) 類型Ⅰの実践研究を行う受託団体は、域内の小学校、中学校又は中等教育学校（前

期課程）１校以上を実践校として指定する。また、類型Ⅱの実践研究を行う受託団

体は、域内の高等学校又は中等教育学校（後期課程）１校以上を実践校として指定

する。

７ 事業実施上の留意事項

〔教育委員会等〕

① 実践校に対して、実践研究の円滑な実施のために必要な指導・助言を行う。

② 成果発表会等の開催、実践事例集の作成、インターネットによる情報提供など

の取組を必要に応じて実施することにより、研究情報の共有及び研究の成果等の

普及を図る。

〔実践校〕

① 実践校においては、学校と地域社会の関係者等との連絡調整等を行う「社会参

画推進委員会」を置くなど、組織的に実践研究を進める。

② 実践校においては、学校の設置者との密接な連携の下に、その指導と助言を受

けて事業を実施する。

８ 委託経費

(1) 文部科学省は、予算の範囲内で当該事業の実施に必要な経費（賃金、諸謝金、旅

費、会議費、通信運搬費、印刷製本費、借損料、消耗品費、雑役務費）を委託費と

して支出する。委託費はその額の確定後、受託団体の請求により支払うものとする。

ただし、受託団体が事業の完了前に必要な経費の支払いを受けようとし、文部科学

省が必要と認める場合には、別途定める方法により、概算払いすることができる。

(2) 契約締結及び支払いを行う場合には、国の契約締結及び支払いに関する規定の趣

旨に従い、経費を効率的に執行する。

(3) 受託団体は、事業計画を変更しようとするときは、速やかに文部科学省に報告し、

その指示を受けるものとする。ただし、計画書のうち経費のみを変更する場合で、

事業費の総額に影響を及ぼさず、経費区分間で増減する額が総額の20％を超えない



場合については、この限りではない。

(4) 委託費の収入及び支出に当たっては、他の経費と区分して帳簿を備え、領収書等

関係書類を整理し、経理の状況を明らかにしておくものとし、事業を実施した翌年

度から５年間保存する。

(5) 文部科学省は、受託団体が委託要項若しくは委託契約書に違反したとき、実施に

当たり不正若しくは不当な行為をしたとき、又は委託事業の遂行が困難であると認

めたときは、委託契約を解除し、経費の全部又は一部について返還を命じることが

できる。

９ 再委託

本事業の全部を第三者に委託（以下、「再委託」という。）することはできない。た

だし、本事業のうち、再委託することが事業を実施する上で合理的であると認めるも

のについては、本事業の一部を再委託することができる。

10 事業完了（廃止等）の報告

(1) 受託団体は、本事業が完了したとき及び廃止又は中止（以下、「廃止等」という。）

の承認を受けたときは、事業が完了した日、廃止等の承認を受けた日から１０日を

経過した日、又は当該年度の３月末日のいずれか早い日までに、事業完了報告書（様

式２）、事業完了決算書（様式３）及び支出を証する書類の写を文部科学省に提出

するものとする。

(2) 文部科学省は、事業の成果普及等のため、前項で定める事業完了報告書のほか、

事業における取組について事例の提供や、成果の報告等を求めることができる。

(3) 事業完了報告書等の様式その他の必要な事項については、文部科学省から別途連

絡する。

11 委託費の額の確定

(1) 文部科学省は、上記10(1)により提出された事業完了報告書について、検査及び

必要に応じて現地検査を行い、その内容が適正であると認めたときは、委託費の額

を確定し、受託団体に対して通知するものとする。

(2) 前項の確定額は、事業に要した実決算額又は委託契約額のいずれか低い額とする。

12 その他

(1) 文部科学省は、受託団体による本事業の実施が当該趣旨に反すると認められると

きは、必要な是正措置を講ずるよう求めることができる。

(2) 文部科学省は、委託業務の実施に当たり、受託団体の求めに応じて指導・助言を

行うとともに、その効果的な運営を図るために協力する。

(3) 文部科学省は、必要に応じ、この実施事業及び経理処理状況について、実態調査

を行うことができる。

(4) 受託団体は、委託事業の遂行によって知り得た事項については、その秘密を保持

しなければならないとともに、善良なる管理者の注意をもって取り扱う責任を負う

ものとする。



(5) 本事業の実施に伴い発生した著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第21条か

ら第28条までに規定するすべての権利を含む。）については、原則として文部科学

省に帰属させるものとする。ただし、これに拠らない場合は、別途文部科学省と協

議すること。

(6) この要項に定めるもののほか、本事業の実施に当たり必要な事項については別に

定める。


